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端数処理のため、合計値が一致しない  

２ 循環型社会の推進  

（１）岐阜市分別収集計画 

 容器包装リサイクル法の施行に伴い、

容器包装廃棄物の分別収集を実施するに

あたって５年を一期とする岐阜市分別収

集計画(平成９年４月始期)を策定し、３

年ごとに見直しを行うこととしています。 

 現在の計画は、令和８年４月を始期と

して令和１２年度末までの５年間を計画

期間としています。 

 容器包装リサイクル法に関する１０品

目の容器包装廃棄物の行政収集及び自治

会や市民団体が実施する集団回収による

収集体制が整っています。 

 

（２）家庭系ごみの減量 

①資源分別回収 

 従来から市民運動として行なわれて

いた紙・繊維・金属など、再生できる

資源の集団回収を全市域で実施するた

め、昭和５８年度から｢資源分別回収事

業｣として奨励制度を発足させました。 

 この事業は、自治会連合会を単位に

原則として月１回、自治会・女性の会・

ＰＴＡ・子ども会・老人クラブなどの

実施団体が回収を行うもので、回収品

目は｢紙類｣・｢古着｣・｢カン・フライパ

ン類｣の３種類（「生きビン類」・「雑ビ

ン類」は取扱う業者の減少や資源回収

量の低下に伴い、令和４年３月末で回

収を廃止）です。 

平成２６年度からは、自治会連合会

に対し、奨励金として均等割額３万円

と、実績割額を回収重量１kg につき６

円、雑がみは回収重量１kg につき８円

支給しています。 

また、平成２４年度から自治会連合

会と協力して「古紙回収用ボックス」

を順次設置しています。設置した自治

会連合会に対し奨励金を交付しており、

平成２９年度からは設置区分に応じた

活動割額として１ヵ所月額２，５００

円、２ヵ所月額３，８００円を支給し

ています。 

このほか、集積場所の品目板及び実

施チラシなどの物品助成も行なってい

ます。 

☆令和７年度は市内全５０地区におい

て９１９回実施され、回収量は３，０

６３ｔでした。 

 

 

 

（紙類の品目組成）  

令和７年度  （資源回収の品目組成）  
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■団体別実施回数の推移                       単位（回） 

年　　　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

自 治 会 641 649 649 675 690

P T A 93 97 84 76 64

女 性 の 会 15 19 13 16 18

子 ど も 会 63 62 57 50 39

各 種 団 体 60 60 55 42 35

そ の 他 68 66 79 71 73

合 計 940 953 937 930 919  

 

■回収量の推移                           単位（ｔ） 

年　　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

紙類 4,354 4,008 3,481 3,092 2,837

古着類 331 267 219 181 159

カン・フライパン類 108 89 81 72 68

生きビン類 18 0 0 0 0

雑ビン類 72 0 0 0 0

合計 4,883 4,364 3,781 3,345 3,064
 

※生きビン類・雑ビン類は令和４年３月末で回収を廃止。 

※四捨五入しているため合計値が合わないことがあります。 
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■令和７年度自治会連合会別回収実績 
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②家庭用電気式生ごみ処理機購入補助 

 ｢家庭用電気式生ごみ処理機｣には

主に生ごみを温風乾燥させ減容する

温風乾燥方式と、微生物や培養機材を

用いて生ごみを分解する分解方式が

あります。 

補助制度は、処理機を自ら購入する

市民で、適切かつ安全に使用及び管理

ができ、処理物を環境衛生上支障がな

いように自家処理できる人に対し、購

入金額の２分の１を補助する(ただし、

２０，０００円を限度)制度です。 

なお、この補助制度は、補助台数が

減少傾向にあるなど、一定の周知は図

られたと推定されたため、平成１８年

度をもって一旦終了しましたが、近年

廉価で高機能・コンパクトな処理機が

販売されており、手軽に生ごみの減量

に取り組むことができることから、令

和４年度から補助制度を再開しまし

た。 

令和６年度で制度を廃止し、ダンボ

ールコンポスト補助制度と統合して

新たな補助制度を開始しました。 

 

■生ごみ処理機購入補助実績 

補助台数 補助金額
(基) (円)

平成10年度 411 11,276,580

平成11年度 802 21,172,840

平成12年度 1,369 27,268,680

平成13年度 641 12,718,870

平成14年度 301 5,915,810

平成15年度 244 4,799,080

平成16年度 210 4,151,600

平成17年度 202 3,977,480

平成18年度 284 5,581,830

合　　計 4,464 96,862,770

年　　度

 

 

 

 

■生ごみ処理機購入補助実績（令和 4年度～） 

令和4年度 64 1,021,650

令和5年度 170 3,003,550

令和6年度 168 3,015,020

合　　計 402 7,040,220  

 

③ダンボールコンポスト普及促進補助 

 ダンボールコンポストによる家庭で

の生ごみ資源化を促進するため、平成

２９年７月からダンボールコンポスト

の消耗品の購入費用の一部を補助して

います。 

令和６年度で制度を廃止し、電気式

生ごみ処理機と統合して令和７年度

から新たな補助制度を開始しました。 

 

■ダンボールコンポスト購入補助実績 

補助世帯数 補助金額
(世帯) (円)

平成29年度 282 354,560

平成30年度 294 416,710

令和元年度 350 470,970

令和2年度 355 505,320

令和3年度 430 618,840

令和4年度 418 601,000

令和5年度 385 546,250

令和6年度 321 465,400

合　　計 2,835 3,979,050

年　　度

 

 

④家庭用生ごみ処理機等購入費補助制度 

令和７年度より、既存のダンボー

ルコンポストと電気式生ごみ処理機

の購入に対する補助制度に非電気式

生ごみ処理容器（ぼかしなど）の購

入に対する補助を追加した「新制

度」を創設しました。 

従来のダンボールコンポストに係

る補助は、販売箇所が少ないことや

基材の値上げによる補助率の低下、

NPO 法人を介した間接補助による NPO
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法人側の負担等が課題とされてきま

した。 

また、これまで補助の対象として

きた基材等以外のコンポスト類にも

対応するため、補助対象、補助金額

（補助率）を拡充（見直し）し、新

たな制度としました。 

(1)補助実績（電気式生ごみ処理機） 

年度 補助件数 補助金額(円) 

令和７ 186 3,261,270 

(2)補助実績（非電気式生ごみ処理容器） 

年度 補助件数 補助金額(円) 

令和７ 32 89,550 

(3)補助実績（ダンボールコンポスト基材） 

年度 補助件数 補助金額(円) 

令和７ 183 355,140 

(1)＋(2)＋(3) 補助実績（合計） 

年度 補助件数 補助金額(円) 

令和７ 401 3,705,960 

 

⑤生ごみ地域循環事業 

 ダンボールコンポストで作った堆肥

を有効活用するため、家庭でダンボー

ルコンポストを用いて作った堆肥を使

用しきれない場合は、市で回収し、学

校の花壇などで活用しています。 

☆令和７年度は、１１袋７３．７ｋｇ

を回収し、そこから生成した１０．９

ｋｇの堆肥を市内の小学校２校の花壇

に使用しました。 

 

 

（３）事業系ごみの減量 

   ～事業者による取り組み～ 

①事業系一般廃棄物減量対策 

年間ごみ処理総量の約３０％を占

める事業系ごみ減量のため、市内事業

所に対し計画的なごみ減量と資源化の

推進を指導啓発しています。 

｢事業用建築物における一般廃棄物

の減量及び適正処理に関する指導要

綱｣を制定(平成１１年７月)し、大規

模事業所を対象とした｢一般廃棄物管

理責任者の手引き｣を作成、「一般廃棄

物管理責任者」の選任と｢一般廃棄物

減量計画書｣の提出を義務付け、要綱

に基づいた減量指導を行なっていま

す。 

令和７年度における｢一般廃棄物減

量計画書｣の提出事業所数は１８８件

で、令和６年度資源化率(実績)は４３．

９５％でした。また、令和７年度は６

９件の事業所に立入調査をしました。 

平成２５年度より占用面積５００

㎡を超える事務所・小売店（中規模事

業所）も対象に加え、令和７年度は２

６４件の事業所に「一般廃棄物減量計

画書」の提出を求め、令和６年度資源

化率（実績）は６７．３４％でした。

また、令和７年度は３６件の事業所に

立入調査をしました。 

  

②エコ・アクションパートナー協定店事業 

 平成４年度から、ごみ減量・リサイ

クルに自ら積極的に取り組む市内の

小売店を「Ｇ・Ｒマークの店」として

登録し、消費者に愛される環境にやさ

しい店づくりを広めていくことによ

り、市民あげてのごみ減量運動の展開

追加を図ってきました。 

 平成９年度からは、モデル事業とし

て｢岐阜市トレイ回収協力店｣、平成１

４年度には、「岐阜市リサイクル商品

取扱推進店」を募集し、これらを合わ

せて「Ｇ・Ｒマークの店」として認定

する制度に見直しました。この制度は、

その後の「個別リサイクル法」の制定・

施行や、リサイクル商品の一般化によ

り平成２０年度から「岐阜市トレイ回
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収協力店」のみに整理されました。 

 一方、平成１９年度には、容器包装

廃棄物等の減量や資源化等環境負荷

の少ない活動を進める事業所を「エ

コ・アクションパートナー協定店」と

して市と協定を結ぶ制度を設けまし

た（令和７年度協定締結店４８店舗）。

平成２０年８月５日には、「岐阜市レ

ジ袋削減（有料化）の取組みに関する

協定」を２３業者、市民団体の参加に

よる推進会議及び岐阜市の３者間で

締結し、９月１日から多くの市内小売

店でレジ袋の無料配布が中止されま

した。また、平成２４年度から「岐阜

市トレイ回収協力店」の活動をこの制

度に組み込みました。 

 

③トレイ回収協力店事業 

容器包装リサイクル法の対象品目

である発泡スチロール製トレイについ

ては、平成１２年度から市内の食品系

スーパーマーケット等に対し、自主回

収を協力依頼しています。 

☆令和７年度のトレイ回収協力店（４

３店舗）の報告回収量は、約３２ｔで

した。 

   

④はがきのリサイクルグリーンボックス

事業 

平成１０年度から、郵便局と市が共

同ではがき専用の回収ボックスを設置

しました。回収したはがきは製紙工場

で溶解処分し、再生トイレットペーパ

ーの原料としています。 

＜設置場所＞  

市内各郵便局 

市役所・各事務所 

市ステーションプラザ(JR 岐阜駅構内) 

☆令和７年度実績は、５００kg、 

１６６，６００枚でした。 

 

⑤使用済みインクカートリッジ事業 

インクカートリッジメーカー等が行

うインクカートリッジ里帰りプロジェ

クトとして、専用回収ボックスを設置

し、使用済みインクカートリッジを回

収しています。 

回収されたインクカートリッジはメ

ーカーにおいてリサイクルされます。 

＜設置場所＞ 

市役所・各事務所 

柳津資源ステーション 

市ステーションプラザ(JR 岐阜駅構内) 

みんなの森ぎふメディアコスモス 

 ☆令和７年度実績は、２２１．４５kg 

でした。 

 

（４）ごみ減量・リサイクル啓発事業 

①環境推進員 

環境推進員設置要綱（平成４年制定）

により、５０自治会連合会毎に３～４

人(計１８０人)の｢環境推進員｣を２年

の任期で委嘱し、地域におけるごみ減

量や資源リサイクル活動の推進など行

政と地域住民とのパイプ役としての活

動をお願いしています。 

 

②リサイクル学習バス(ｼﾋﾞｯｸ・ｱｸｼｮﾝ号) 

 地域が主体となってごみ減量・リサ

イクルの推進を図るため、平成８年度

から自治会連合会等、一定数以上の市

民が活動する団体が、ごみ処理施設な

どの見学会を実施する場合に、バス１

台の借上料を支援しています。 

☆令和７年度は、７団体１１９名が

参加しました。 

 

③ごみ減量・リサイクル講座 

職員が、ごみ減量と資源化の状況や

手法などについてのお話をします。ご
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みに関する理解を深めていただき、さ

らに積極的な取り組みをお願いしてい

ます。 

☆令和７年度は、３６回実施しました。 

 

④ダンボールコンポスト講座 

  ダンボールコンポストは、生ごみの

分解を促進する基材を入れたダンボ

ール箱の中に生ごみを入れ、生ごみを

分解して堆肥化するものです。 

安価で手軽に生ごみを減量するこ

とができるため、市民団体と協力して

講座を開催し積極的に啓発しています。 

 令和２年７月からは、ダンボールコン

ポストの実践方法を学ぶことができる

動画の配信を開始し、動画視聴による

受講にも対応しています。 

 ☆令和７年度は導入講座を２１回開催

し、４６３名の方が参加し、動画視聴

による受講者は３４名でした。 

 

⑤ごみ 1／3 減量活動支援 

地域が主体となって取り組むごみ

減量・資源リサイクル活動に対し、啓

発用物品を貸与するなどの支援をしま

した。 

 

⑥小学生社会科副読本 

小学４年生の社会科学習資料とし

て、ごみ処理の内容をわかりやすく説

明した副読本「ごみとわたしたち」及

び｢教師用指導資料｣のデジタルファイ

ルを作成し、児童のタブレット PC へ配

信しました。 

⑦ごみ 1/3 減量大作戦子どもポスター

コンクール 

小・中学生から、ごみ減量・資源リ

サイクルをテーマにポスターを募集し、

審査の結果、応募作品１３３点から入

賞作品４２点を選考しました。入賞作

品は市役所エントランスモール等で展

示を行いました。 

 また、優秀作品をもとに啓発ポスタ

ーを作成し、市内小・中学校等公共施

設に掲示しました。 

 

⑧市有不用品売払のメルカリ Shops 活用事業 

庁内で使用しなくなった物品のリ

ユースを促進するため、フリマアプリ

であるメルカリにネットショップを持

つことができる「メルカリ Shops」の

岐阜市版を開設しました。 

令和６年１１月４日に開催した「第

１１回ごみ減量フォーラム」において

岐阜市「メルカリ Shops」オープン発

表会を行い、あわせて第１回の出品を

行いました。 

☆令和７年度は、６回出品を行いまし

た。 

 

 

年度 販売数 販売額 販売月 

令和６ 453 品 1,039,370 円 11∼3 月 

令和７ 546 品 916,000 円 4～3 月 


